文化審議会著作権分科会における今後の対応について
【継続審議となっている要望と文化庁の考え】

	①視覚障害者情報提供施設等において、専ら視覚障害者に対し、公表された録音図書の公衆送信をできるようにすることについて


○課題の整理は終了していると判断している。これまでの議論を踏まえ、著作権分科会において判断していただく。
	②聴覚障害者情報提供施設において、専ら聴覚障害者向けの貸出しの用に供するため、公表された著作物（映像によるもの）に手話や字幕による複製について

　また、手話や字幕により複製した著作物（映像によるもの）の公衆送信について


○課題の整理が終了していない点が残っていると考えている。それらの課題を整理したうえで、著作権分科会において判断していただく。
	③聴覚障害者向けの字幕に関する翻案権の制限について、知的障害者や発達障害者等にもわかるように、翻案（要約等）することについて


○知的障害者や発達障害者の定義や権利制限の範囲の限定方法など、明確になっていない点が多い。それらを整理したうえで、問題となる課題を整理していきたい。
	④私的利用のための著作物の複製は、当該利用する者が複製できることとされているが、視覚障害者等の者は自ら複製することが不可能であるから、一定の条件を満たす第三者が録音等による形式で複製することについて


○課題の整理が終了していない点が残っていると考えている。それらの課題を整理したうえで、著作権分科会において判断していただく。

権利制限の見直しについて
	②聴覚障害者情報提供施設において、専ら聴覚障害者向けの貸出しの用に供するため、公表された著作物（映像によるもの）に手話や字幕を挿入による複製（翻案を含む）について
　手話や字幕が挿入（翻案）された、公表された著作物、放送等の録画物を公衆送信することについて


1．問題の所在
（1）現行法の対応
　著作権法においては、点字は通常健常者によって広く利用がされにくく、著作権者に多大な不利益を与えないと考えられることから、公表された著作物については無条件に点字の複製が認められている（第37条第1項）。
　一方、字幕及び手話の挿入による複製（翻案を含む）については権利制限規定はない。これは、字幕及び手話が挿入された著作物については、健常者に流用される可能性も高く、著作権者に対する影響も大きいためであると考えられる。
　なお、公表された映画の著作物を、その複製物の貸与を受ける者から料金を受けない場合には、その複製物の貸与により頒布することができることとされているが、その際には相当な補償金を課すこととされている（第38条第5項）。
　また、「字幕」を聴覚障害者のために自動公衆送信するには、

①聴覚障害者の福祉の増進を目的とする事業を行う者（政令で定めるもの）が行うこと、
②専ら聴覚障害者の用に供するために行うこと、
③蓄積を伴わない自動公衆送信によること
を条件として可能となっている（第37条の2：リアルタイム字幕）が、「手話」を聴覚障害者のために自動公衆送信することは、認められていない。
（2）現状について
① 検討の趣旨・意義
　平成14年12月において障害者の社会への参加、参画に向けた施策の一層の推進を図るため、障害者施策の基本的方向を定めた「障害者基本計画」が策定され、社会のバリアフリー化を明示されている。そこで、文化の享受に対しても機会の公平を付与し、障害者を最大限尊重する観点から、本課題について検討の必要がある。
　なお、本課題においては、公表された著作物を複製するとともに、手話・字幕を付与することが想定されている。
② 貸出用の手話・字幕入りビデオの状況
　現在、身体障害者福祉法第34条に基づき設置された聴覚障害者情報提供施設（平成18年4月現在31施設）において、手話・字幕入りビデオの制作・貸出を行っている。
　各施設では、主に登録された聴覚障害者を対象に事業が行われている。
※身体障害者福祉法第34条
　視聴覚障害者情報提供施設は、無料又は低額な料金で、点字刊行物、視覚障害者用の録音物、聴覚障害者用の録画物その他各種情報を記録した物であって専ら視聴覚障害者が利用するものを製作し、若しくはこれらを視聴覚障害者の利用に供し、又は点訳（文字を点字に訳すことをいう。）若しくは手話通訳等を行う者の養成若しくは派遣その他の厚生労働省令で定める便宜を供与する施設とする。

【具体例：青森県聴覚障害者情報センター（聴覚障害者情報提供施設）】
手話・字幕入りビデオの貸出対象者は、以下の通りである。
　○ 聴覚障害者（児）又はその保護者
　○ 聴覚障害者関係団体
　○ ろう学校
　○聴覚障害者（児）施設
　この点、聴覚障害者情報提供施設において、放送事業者や著作者団体との事前の一括許諾契約を結ぶことで、字幕・手話による複製を行っているが（NHK、関東民放5社、関西民放5社、地方局等）、それ以外の個人や取材先等に関しては個別の契約が必要であり、複製権の承認のための高額な著作権料の支払いが必要となっているとのことである。
【一括許諾や個別契約により制作された字幕・手話入りビデオ件数】
・平成16年度末現在　2,793タイトル（字幕2,612タイトル、手話181タイトル）
・平成16年度制作分　130タイトル（字幕120タイトル、手話10タイトル）
③ 字幕放送の実態
　字幕放送については、放送法の平成9年一部改正により、これまで字幕放送をするに当たり、必要とされていた多重放送の免許が不要になるとともに、聴覚障害者に配慮した番組作りに配慮すべきという努力義務が設けられている（第3条の2第4項）。
　また、総務省（旧郵政省）においては、視聴覚障害者向け放送の普及を図るため、平成9年11月17日に行政上の指針として字幕放送の普及目標を策定・公表しているところである。
【字幕放送の実態について】

	事業者名
	字幕付与可能な総放送時間に占める字幕放送時間の割合
	総放送時間に占める字幕放送時間の都合

	日本放送協会
	92．4％
	33．8％

	日本テレビ放送網（株）
	25．3％
	19．7％

	（株）東京放送 
	34．6％ 
	15．6％

	（株）フジテレビジョン
	36．6％
	20．1％

	（抹）テレビ朝日
	46．3％
	18．2％

	（株）テレビ東京
	14．9％
	10．7％

	読売テレビ放送（株）
	26．2％
	13．8％

	（株）毎日放送
	38．7％
	15．4％

	関西テレビ放送網（株）
	27．6％
	17．5％

	朝日放送（株）
	31．3．％
	13．8％


※「字幕付与可能な放送番親」とは「技術的に字幕を付すことができない放送番組（例 現在のところのニュース、スポーツ中継等の生番組）」を除いた番組をさす。「深夜放送」については、「普及目標の対象 放送時間」が「午前7暗から午後12時」とされているため、除外される（総務省「字幕放送普及行政の指針（平成9年11月17日）」）
④手話や字幕が挿入された、公表された著作物の録画物を公衆送信の実態について
前述したように、「字幕」を聴覚障害者のために一定条件のもと、自動公衆送信を行うこと（リアルタイム字幕）は、可能となっている。

　現在、リアルタイム字幕については文化庁長官が指定した「日本障害者リハビリテーション協会」「全日本難聴者・中途失聴者団体連合会」「シーエス障害者放送統一機構」で行うことが可能である。
　シーエス障害者放送統一機構においては「目で聴くテレビ」を「文字放送デコーダー」（アイドラゴンなど）を所有しているものに対して番組の配信をおこなっている。
　配信状況は平成18年4月現在で以下のとおり。
　○独自制作番組放送　週約35時間（再放送を含む）
　○リアルタイム字幕放送　週3番組（2時間～3時間）
⑤手話利用者の割合について
　補聴器や人工内耳の装用により、聴力が引き出せる者に関しては、これらの機器の活用によりコミュニケーションをとることが一般的であるが、補聴器等によって聴力の同上が図れない全ろう者にとっては、手話が貴重な情報伝達手段になっている。
　聴覚障害者のうち、手話ができる者・理解できる者は全体の約15.4％（47,000人／305,000人）であり、少なからず手話の需要はあると考えられる。
⑥ 著作権と福祉施策の関係
　昭和45年4月2日衆議院文教委員会著作権法案審査小委員会において、当時の著作権者団体協議会会長である石川達三氏から、以下のような発言がある。
	　盲人に対する福祉というのは、著作者の権益を政府が取り上げて盲人に与えるというような形であるべきものじやなくて、盲人 に対する福祉は政府がやるべきことであって、政府がわれわれ著者者からその著作物を買い取って盲人に与えるというのならば話はわかりますけれども、われわれから無償で取り上げて盲人に与えるというというのでは、筋が違う。著作者は、盲人のためにそれだけの犠牲を払わなければならない義務は何もない。これは政府がやるべきことであって、 著作者の犠牲においてなすべきことではない、こういうふうに私は考えます。


　現在、貸出用の手話・字幕入りビデオ制作のため、厚生労働省で以下の事業が行われているところである。
○身体障害者福祉促進事業委託費（うち「ビデオカセットライブラリー等制作貸出事業」）
　委託先：聴力障害者情報文化センター
　予算額：2209万円（平成17年当初予算）
○障害者自立支援・社会参加総合推進事業（うち「字幕入りビデオカセットライブラリー事業」）
　補助先＝都道府県
　予算額：45億円（平成17年当初予算）
⑦ 過去の議論の状況について
　なお、放送番組等の字幕又は手話によるリアルタイム送信（リアルタイム字幕等）について、検討を行った平成11年「著作権審議会第1小委員会審議のまとめ」において、以下のような記載がある点は、留意が必要である。
	（1）放送番組等の字幕又は手話によるリアルタイム送信（リアルタイム字幕等）
　聴覚障害者からは、放送・有線放送される著作物の音声内容を字幕化し、放送とは別にリアルタイムでコンピュータ・ネットウークを通じ提供すること（リアルタイム字幕）を無許諾で行えるようにすることについて要望がある。
　この利用形態は近年のデジタル化・ネットワーク化の進展に伴い可能となったものであるが、特に緊急事態におけるニュース等の生番組など、事前に字幕を付加することが困難である放送番組に関する障害者の情報保障の観点から緊急性が高く、速やかに対応する必要があると考えられること、また、健常者であれば リアルタイム字幕を利用することなく、通常の放送番組を視聴すると考えられることや、複製権を制限せず、ネットワークによる字幕の提供（自動公衆送信）についてのみ制限を行うのであれば、その後の流用も想定しいことから、権利者の利益を不当に害するものでもないと考えられることから、権利制限により自由に行えることとすることが適当である。


2．考えられる検討課題

（1）映像ソフト・放送番組について、字幕・手話を挿入している現状・実態及び行政指導等での対応が可能ではないか。

（2）福祉政策の観点から、映像ソフト・放送番組に字幕・手話を挿入するコスト（許諾料、字幕制作費用）を補助金によって製作者による字幕・手話の挿入を支援することは可能ではないか。

（写）映像ソフト・放送番組に字幕・手話を挿入し、貸出しや公衆送信する際の権利者への配慮についてどのように考えるべきか（流用防止の実効性も含む）

（4）仮に聴覚障害者への貸出目的で、映像ソフト・放送番組に字幕・手話を挿入して複製することの権利制限を行った場合に、複製物について、その後頒布を伴うことになることから、法38条5項のバランスを考慮して、権利者への補償金を要すると考えるべきか。

（5）手話を挿入することは、そもそも著作権法上のどの利用形態に該当するか。
資料５
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